
橋本市北東部のまちづくりに関する調査

【別添２】調査成果の報告のポンチ絵 【実施主体名：和歌山県橋本市】

今後の課題
・今後、個別課題についての調整・解決を図り、
財源対策を含め検討する必要がある。

・工業団地の整備・分譲については、その団地
のポテンシャル（交通アクセス・分譲価格
等）及び民間企業の投資意欲・景気の波が大
きく影響する。

・個別課題の調整等の期間短縮を行い、早期に
整備・分譲できるかが重要課題である。

○（調査の背景・目的）・近年、橋本市の住宅開発需要が低迷。宅地開発がストップ。企業誘致に方向転換。
・京奈和自動車道の延伸及び東日本題震災以降の内陸企業用地へのニーズ増大により企業誘致に成功。
・更なる企業誘致を行うには、大がかりな地域開発が必要となるところ、国道371号の改良の計画が進み、
民間事業者とも合意に至り、開発の機運が出てきたため、これらの活動と合わせた周辺施設の整備が必
要となった。

基盤整備の見込み・方向性
・道路等基盤整備及び工業団地の整備を進め
る。引き続き、官民連携のもと関係機関と
調整のうえ事業に取り組んでいく。

・平成27年度より環境影響調査及び各種法令
に基づく協議実施見込み。

・環境影響調査結果を反映し実施設計を実施。
・平成31年度より基盤整備及び工業団地の造
成開始見込み。

調査成果

・

（調査の手順）

基本構想の策定

①造成計画
②交通計画
③公園緑地計画
④供給施設等計画

事業量・事業費の算出

土地利用計画の策定

策定

調査対象区域

●基本構想
・本地区を広域交通の利便性を活か
した次世代産業の誘致と近隣に存
在する大規模模開発団地、商業施
設との連携を図る「産業ゾーン」
として位置づける。

④供給施設等計画
本地区内の配水方法について、ポン

プによる直接配水方式又は配水池新設
について検討。
水道管理者との協議の結果、新たに配
水地を整備することとなる。

③公園緑地計画
住宅地から企業用地へ転換するため、
周辺の既存住宅地及びそこに住む住民へ
配慮するため、工業団地と既存住宅地と
の間に緩衝帯としての役割を果たす公園
緑地を計画する。

②交通計画
交通量調査を実施し、その結果に基づ
き将来交通量を予想。工業団地内の幹線
道路の幅員及び既存道路との接続方法
を検証。

【幹線道路幅員】 １６ｍ
【既存道路との接続】 平面交差

①造成計画
事業の採算性を検証する必要があるため、
有効宅地面積と工事費のバランスを図り、
全体工事費を抑えて、かつ有効宅地面積を
最大限確保する計画を策定。

土地利用計画図 造成手法等について
基本構想・各種計画等調査結果を基に、
事業量・事業費を算出。
早期分譲・事業の採算性を重視し、幹線
道路部分にて地区分割を行い１期・２期事
業に分割して造成。

Ａ地区 Ｂ地区

供給施設等計画

交通計画

公園緑地計画
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 橋本市北東部のまちづくりに関する調査 

調査 

主体 
和歌山県橋本市 

対象 

地域 
和歌山県橋本市 

対象となる 

基盤整備分野 
道路、都市公園等 

掲載 

 

１．調査の背景と目的 

橋本市は、元々、大阪府のベッドタウンとして発展してきたため、製造業等の雇用の場が

少なく若者などの流出を招いていた。そこで、若者等の雇用機会を確保するため企業誘致を

積極的に進めるなど職住近接のまちづくりを展開し始めた。既存の工業団地は、内陸部にあ

る工業団地であるため地盤が安定、京奈和自動車道等の延伸による名古屋・京都・大阪への

アクセス向上及び安価な分譲価格等により、企業誘致が成功し、用地の大半の売却先が決定

している。 

更なる企業誘致を行なうには、大がかりな地域開発が必要となるところ、国道 371 号の改

良の計画が進み、民間事業者とも合意に至り、開発の機運が出てきたため、これらの活動と

合せた周辺施設の整備が必要となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 調査対象地域図 

 

２．調査内容 

（1）調査の概要と手順 

民間企業と行政が一体となり取り組む工業団地の開発に不可欠である基盤整備を進めるた

め、開発事業量・事業費及び開発区域の設定等を検討するために必要な項目の調査及び計画

の策定を行なった。調査・計画策定の内容は以下のとおりである。 

  ①基本構想の策定 

    橋本市長期総合計画及び橋本市都市計画マスタープラン等上位計画を基に、本地区の

まちづくりの方向性の検討を行なった。 

 

調査成果報告書 【別添３】 

下兵庫駅

隅田駅

ＪＲ和歌山線

御幸辻駅

国道３７１号線

 既存
工業団地

 

林間田園都市駅

橋本IC

京奈和自動車道

 

橋本東ＩＣ  

橋本市北東部地域  

（調査対象地域）  

 ・基盤整備（道路・  

公園整備）の検討  

・工業団地の整備検討  

誘致実績  

21 社 

○既存住宅地  
 ・生活利便施設の誘致  
 ・造成宅地の分譲促進  
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②造成計画の策定 

  事業の採算性を重視するため、全体工事費を抑え有効宅地面積と工事費のバランスを

図り、有効宅地面積を最大限確保する計画の検討を行なった。 

  ③交通計画の策定 

    土地利用を住宅用地から企業用地へ転換するため、本地区内の道路方線及び周辺道路

との接続について再検討する必要があるため、交通量調査を実施し幹線道路の幅員及び

交差点接続の検証を行なった。 

  ④公園緑地計画の策定 

    今回、企業用地へ転換することを受け、本地区南側の既存住宅地等への環境配慮が必

要となり、本地区内南部を緩衝帯としての役割を果たす公園緑地計画の検討を行なった。 

  ⑤供給施設等計画の策定 

    既存資料を基に本地区内の配水方式等給水計画の検討を行なった。 

  ⑥事業量・事業費の検討及び土地利用計画の策定 

    上記計画等の検討結果を基に全体事業量・事業費の算出及び計画等を反映させた土地

利用計画図の作成を行なった。 

 

（2）調査結果 

①基本構想の策定 

  本地区は、国道 371 号バイパスの改良工事及び京奈和自動車道の延伸により名古屋・京

都・大阪への交通アクセスが更に向上すると予想される立地環境にある。こうした広域交

通の利便性を活かした次世代産業の誘致と近隣に存在する大規模開発団地、商業施設との

連携を行ない充実した生活環境を創造する。 

 

【まちづくりの方向性】 

 ○新たな産業地の形成 

  ・地域の活性化に貢献する産業地の形成 

  ・定住化の促進に貢献する職を提供する産業    

地の形成 

 ○新たな骨格道路の形成 

  ・新たな産業地や交流の基盤となる骨格道路 

の形成 

 ○良好な定住環境の保全 

  ・周辺の住宅地への環境に配慮した緑地帯の 

形成 

 

  上記のまちづくりの方向性等を実現するため、 

 団地の立地特性を活かし、周辺地域との整合を  

図った「産業ゾーン」としての整備を目指す。       

図２ 基本構想図 
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②造成計画の策定について 

  造成計画については、事業の採算性も合せて検証する必要があるため、有効宅地面積と

工事費のバランスを図り、全体工事費を抑えて、かつ有効宅地面積を最大限確保するよう

計画を行なった。検討にあたっての諸条件を以下にまとめる。 

 ・企業用地の規模については、具体的に進出企業等が不明であるため、面積平均 2ha 程度 

  を目途に区割りを行なうものとする。 

 ・県道二見御幸辻停車場線付近が最も低くなるように高さを設定する。 

 ・幹線道路の平面線形は基本方針に準じ、高さについては将来計画（区域外への延伸部に）

については、現都市計画図書を参考に設定し区域内は土量バランスを踏まえて調整する。 

 ・県道二見御幸辻停車場線より南側区域については、既存資料により岩（結晶片岩）の分

布が想定されているため、工事費の算出時に考慮する必要がある。 

  以上の内容を踏まえて、以下の案について検証を行なった。 

   

 表１ 検討案の概要 

案 概   要 

基本案 
基本方針図に準じて、土量バランスを考慮し、宅地有効面積をできる限り

確保する。 

対策案 

（Ａ） 

県道二見御幸辻停車場線より南ブロックは岩（結晶片岩）が分布している

ため、必要最小限の工事（幹線道路工事）のみとした案。 

対策案 

（Ｂ） 

Ｂ案より、さらに岩（結晶片岩）が分布していると想定される範囲を外す

ように幹線道路の線形を計画した案。 

    

 表２ 有効宅地面積と土工事の比較表 

m2 m2 m2

運搬距離(m) 摘　　要
単価
（円）

単位
数　　量
（百万㎥）

数　　量
（百万㎥）

数　　量
（百万㎥）

切盛土工 ０～１００ 土砂 410 m3 0.000 0.000 0.000

〃 １０１～３００ 〃 640 m3 0.000 0.000 1.565

〃 ３０１～５００ 〃 680 m3 2.700 3.000 2.000

〃 ５０１～１０００ 〃 730 m3 0.000 0.000 0.000

〃 １００１～２０００ 〃 850 m3 0.000 0.000 0.015

〃 〃 軟岩（火薬無） 2,000 m3 1.000 0.300 0.020

〃 〃 硬岩（火薬無） 3,000 m3 1.000 0.300 0.000

4.700 3.600 3.600

円/m2 円/m2 円/m2

工　　種

土
工

基本案 対策案（Ａ） 対策案（Ｂ）

0

0

1,836

0

0

2,000

3,000

6,836

金　額
（百万円）

金　額
（百万円）

0

0

2,040

0

0

900

3,540

金　額
（百万円）

0

1,002

1,360

0

13

40

計

有効面積当たりの土工事費（直接工事費）

計画案

9,015 5,845 3,986

0

2,414

758,340 605,700 605,770有効宅地面積

600

 

 

上表より、有効面積に対する土工事費が最も安くなる対策案（Ｂ）を選定する。 
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図３ 土地利用計画と造成工事比較 

 

③交通計画の策定 

 今回、土地利用計画を住宅地から企業用地へ転換することにより、幹線道路についても変

更する必要がある。現都市計画道路としては、（都）小峰台垂井線、（都）山内垂井線及び（都）

山内平野線の 3 路線が都市計画決定されているが、今回、（都）山内平野線を廃止し、（都）

小峰台垂井線に集約する計画とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 都市計画道路変更概要図 

基本案 基本案(A） 基本案(B） 
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 幹線道路の路線変更により、道路規格の妥当性を判断するために、現況交通量を調査し、

その結果を基に開発による将来交通量の検証を行なった。また、併せて、県境の既存住民の

交通利便性の向上も目的に区域の中央部を東西に横断する県道二見御幸辻停車場線と（都）

小峰台垂井線の平面交差を計画しており、その交通影響の検証も行なった。 

 

１）交通量調査結果 

   開発による交通影響評価を行なうために、次図に示す 3 交差点における現況交通量調

査を行なった。その結果を下表にまとめる。 

 

  表３ 交通量調査結果  【調査日】平成 26 年 9 月 11 日（木）7:00～19:00（12 時間） 

地点名 
信号 

有無 

交通量 

（台／日） 

ピーク時間交通量 

（台／時） 
備  考 

地点① 有 1,390 
140 

（8:00～9:00） 

県道二見御幸辻停車場線断面交通量 

578 台／日 

地点② 無 426 
52 

（8:00～9:00） 

県道二見御幸辻停車場線断面交通量 

315 台／日 

地点③ 有 12,242 
1,259 

（17:00～18:00） 

（都）山内垂井線断面交通量 

6,944 台／日 

 

 

 ２）将来交通量と道路規格の検証 

   調査地点③あやの台一丁目地内交差点の断面交通量は、6,944 台/日である。この現況

図５ 調査位置図  

 

1.隅田町山内地内  
2.隅田町平野地内  

3.あやの台一丁目地内  

 

 
 県道二見御幸辻停車場線  
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交通量に開発関連交通量 2,385 台 TE/日を加えると開発後の交通量は、9,329 台/日とな

る。ちなみにピーク時における上記交差点断面の断面交通量は、692 台/時であり開発関

連交通量 238 台 TE/時を加えると開発後のピーク時交通量は 930 台/時となる。 

   （都）山内垂井線は第 4 種 3 級（設計速度 40km/h）の道路規格で整備済みであるが、

現況交通量で 4,000 台/日を超えていることから第 4 種 2 級の交通量を負担している。開

発関連交通量を加えた交通量は 10,000 台/日未満であることから第 4種 2級道路となる。 

   

表４ 第 4 種の道路（道路構造令第 3 条） 

   

 

 

  

 

 

 

 

 

   幹線道路の道路規格は、以前の計画では第 4 種 3 級であったが、将来交通量の推計よ

り第 4 種第 2 級相当となる。したがって、現道路幅員（16.0m）を踏襲しても支障はない

ものと判断する。その他の区画道路の幅員については、企業用地内の幅員は 8.0m、住宅

地内は 6.0m とする。 

 

 

図６ 道路標準断面図 

 

計画交通量(台/日) 

10,000 以上 
4,000 以上 

10,000 未満 

500 以上 

4,000 未満 
500 未満 

道路の種類 

一般国道 第 1 級 第 2 級 

都道府県道 第 1 級 第 2 級 第 3 級 

市町村道 第 1 級 第 2 級 第 3 級 第 4 級 
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３）交差点検証 

   地区内の主要幹線（都）小峰台垂井線と県道二見御幸辻停車場線については、平面交

差を計画している。交通量調査の結果、県道二見御幸辻停車場線の交通量は 500 台/日程

度であり、交通量としては非常に少なく、開発後における企業用地へのアクセスは（都）

小峰台垂井線が主であり、県道からの流入する交通負荷はほとんどないものと考えられ

る。（都）小峰台垂井線と県道二見御幸辻停車場線の将来交通量による混雑度は、それぞ

れ 0.18、0.11 となり全く混雑しない結果となることから、当該交差点は平面交差でスム

ーズに交通量が捌けるものと想定される。 

   そのため、県境部の既存住民の交通利便性を向上させるため、当該交差点は平面交差

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④公園緑地計画の策定 

 本地区の造成については、事業の採算性を重視し有効宅地面積を最大限に確保する計画を

検討しているが、本地区南側には既存住宅地が整備されている。今回、住宅用地から企業用

地へ転換するため、既存住宅地及びそこに住む住民へ配慮する必要がある。そのため、公園

緑地計画については、工業団地と既存住宅地との間に緩衝帯としての役割を果たす公園緑地

を計画する。公園の整備については、なるべく自然地形を活用し、大規模な造成工事は行な

わないよう計画する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：道路の交通容量 昭和 59 年 9 月 社団法人 日本道路協会  

  

 

表５ 混雑度の解釈 

図７ 公園緑地配置図 

 公園緑地 
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また、土地利用を住宅地から企業用地へ変更す

るにあたり、森林法の基準に適合するよう森林率

等を変更する必要があるため、残地森林・造成森

林区域について検討を行なった。本計画における

森林率等について以下にまとめる。 

 

・用途：企業用地 

・森林率：55.1% > 25% 

・事業区域面積：周辺部には、森林区域に加えて、 

        残地森林・造成森林を加えて、 

        概ね 30m を確保 

 

 

 

 

 

 

                          図８ 残地森林・造成森林区域 

 

   表６ 林地開発許可申請の手引き（抜粋） 

 

⑤供給施設等計画の策定 

 １）給水計画 

   既存計画においては、本地区は住宅用途として地区全体の給水計画を行ない、隣接地

区では既に配水施設（隅田低区配水

池）が設置されている。配水池の計

画では、最低水圧 0.2MPa（水頭 20m）

が最低限であり、隅田低区配水池の

LWL（+225m）から 20m を引いた高さ

（+205m）が配水可能高さの限界値と

なる。 

   したがって、現計画においては全

区域全ての配水をまかなうことがで

きないため、ポンプによる直接配水

方式、または配水池を新たに設置す

るかのどちらかの対策が必要となっ

た。水道管理者との協議の結果、ポ

ンプによる直接配水方式ではなく、

新たに配水池（隅田高区配水池）を

設置することとなった。 

図

                       図９ 配水池配置図 
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⑥事業量・事業費の検討及び土地利用計画の策定 

 １）事業量・事業費の検討 

   基本構想及び各種計画等調査結果を基に、本地区の造成事業量及び事業費の算出を行

なった。造成手法等については、早期分譲及び事業の採算性を重視した検討を行ない、1

期事業・2 期事業と地区を 2 分割して造成することとした。 

概算事業費等については、下表のとおり。 

 

 

 

 

表７ 概算事業費 
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 ２）土地利用計画の策定 

   上記事業量・事業費及び調査結果を基に本地区の土地利用計画について検討を行なっ

た。土地利用計画図は、下図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 土地利用計画図 

 

Ａ地区 Ｂ地区 
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３．基盤整備の見込み・方向性 

今回の調査結果に基づき、本地区への道路等基盤整備及び工業団地の整備を進めることと

している。整備にあたっては、官民連携のもと関係機関と調整を図り事業に取り組んでいく。 

今後のスケジュールとしては、平成 27 年度より本地区の環境影響評価調査を開始し、併せ

て各種法令に基づく協議を実施していく見込み。環境影響評価調査の結果を反映させ実施設

計等を行い、その後、平成 31 年度より道路等基盤整備及び工業団地の造成を開始する見込み。 

基盤整備を行なうことにより、新たな工業団地が整備され市外からの企業進出が加速し、

民間投資等の誘発が見込まれる。また、企業進出に伴い、若者の雇用の場の創出及び転入者

の増加などにより人口減少に歯止めがかかると考えられる。その他、進出企業と市内既存企

業との業務提携等地域活性化も図られると考えられる。 

 

４．今後の課題 

基盤整備及び工業団地の整備にあたっては、今後、さらに具体的な検討を要することから、

個別課題について調整、解決を図り、財源対策を含め、重要性を判断しながら決定していく。

また、工業団地の整備・分譲にあたっては、工業団地への交通アクセス・分譲価格等のポテ

ンシャル及び民間企業の投資意欲並びに景気の波が大きく影響するため、個別課題の調整等

の期間を短縮し、早期に造成・分譲できるかが重要課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


